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議案第50号 平成28年度小矢部市一般会計補正予算（第３号） …………………………………… 可決

議案第51号 小矢部市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例及び

 市長等に対する給料等の支給に関する条例の一部改正について ……………………… 可決

議案第52号 小矢部市職員の給与に関する条例の一部改正について ………………………………… 可決

議案第53号 小矢部市税条例の一部改正について …………………………………………………………可決

議案第54号 小矢部市国民健康保険税条例の一部改正について ……………………………………… 可決

議案第55号 小矢部市こども医療費の助成に関する条例の一部改正について ……………………… 可決

議案第56号 工事委託契約の締結について ……………………………………………………………… 可決

同意第５号 小矢部市公平委員会委員の選任同意について（太田むつ子氏の選任） ……………… 可決

６年前から、宅地建物取引業　有限会社庄甚の代表取締役
として、下記の場所に事務所を開設致しております。市議会
議員としての活動拠点として、又、後援会事務所として届出
を済ませています。皆様のお越しをお待ち申し上げておりま
すので、気軽に立ち寄って下さい。

　 新年明けましておめでとうございます。皆様には、健やかに新年をお迎えになられた

ことと、お慶び申し上げます。昨年９月議会において議会組織の改正があり、民生文教

常任委員会の委員長として、小矢部市の民生部や教育委員会が所管する事案に対処する

日々となり、忙しく動き回っております。市議会の中堅議員としての責任を痛感する毎日

でありますが、今後とも初心を忘れず誠実に皆様のご支援に応えていく決意でおります。

　今年は「おやべルネサンス総合戦略」の２年目となり、「石動駅周辺整備事業」の

本格始動の年となります。また、「公共施設等総合管理計画」策定の年でもあります。

統合認定こども園の建設計画と共に、従来の保育所の再編が始まる年でもあります。少子化と保育ニーズの

多様化から、やむ得ない選択ではありますが、それぞれの地域では既存施設の有効利用を検討することに

なります。時代の変化に合わせて「小矢部市も変わっていかなくてはならない」という難題の始まりです。

今後は社会教育施設の再編や小中学校の再編についても

検討してゆかざるを得ないことになります。もちろん、

アウトレット誘致の二次効果を市内の各処で発現させる

試みも必要ですし、定住促進や子育て支援、さらには

婚活支援も含め、人口減少に歯止めをかける戦いを進め

ていかねばなりません。

　「持続可能な自治体経営」を政策理念に掲げていくべき

と思っており、今後共、皆様のご指導とご鞭撻をお願い

申し上げます。

お 知 ら せ

小矢部市議会12月定例会の主な審議内容

ごあいさつ

民生文教常任委員会

　会計検査院の指摘により、学校施設環境改善交付金を返還すること

になった事案に対し、再発の防止に向けたチェック体制の強化を図る

こと。統合こども園の建設に際しては、基本構想の策定を適正に進め

ること。統合対象となる現保育所の活用については、地元地区との協

議を進めること。

平成28年１２月定例会　委員会質疑

駅周辺整備特別委員会

　図書館となる部分の詳細については、民生

文教常任委員会において適切な時期に報告す

ること。多額の投資を必要とするプロジェク

トであることから、無駄の無いよう慎重に進

めること。

各会計別決算状況調 （単位：千円）

区　　　　分 一般会計 公共用地会計 国保会計 後期高齢会計 下水道会計 農業集排会計 東部産業会計 計 純　　計 水道会計
1 歳 入 14,917,104 961 3,548,866 802,378 2,228,823 167,207 126,800 21,792,139 20,219,585 880,379

　 う ち 他 会 計 繰 入 金 等 154,136 489,209 805,329 123,880 1,572,554 95,360
2 歳 出 14,430,899 500 3,390,697 801,315 2,228,823 167,207 126,800 21,146,241 19,573,687 1,104,182
3 差 　 引 　 額 ( 1－2 ) 486,205 461 158,169 1,063 0 0 0 645,898 645,898 △223,803
4 翌年度へ繰り越すべき財源 51,701 51,701 51,701
5 実 質 収 支 額 ( 3－4 ) 434,504 461 158,169 1,063 0 0 0 594,197 594,197 △223,803

1 年 度 末 地 方 債 未 償 還 高 14,096,282 13,394,151 1,156,937 28,647,370 1,855,522
2 年度末債務負担未償還高 4,700,726 4,700,726

合　　　　　計 18,797,008 13,394,151 1,156,937 0 33,348,096 1,855,522

1 年度末財政調整基金残高 902,509 58,135 87,245 23 1,047,912
　うち当年度財調基金増減額 11,251 △5,154 △14,829 △8,732

2 年 度 末 減 債 基 金 残 高 68,202 68,202 40,000
3 未 処 分 利 益 残 高 154,188

合　　　　　計 970,711 58,135 87,245 23 1,116,114 194,188

歳入の内訳（一般会計） （単位：千円）

区　　　　分
平 成 27 年 度 決 算 額

総　　額 一般財源 特定財源 構成比
1 市 税 4,254,016 4,254,016 28.5％
2 地 方 譲 与 税 185,227 185,227 1.2％
3 利 子 割 交 付 金 8,265 8,265 0.1％
4 配 当 割 交 付 金 26,959 26,959 0.2％
5 株式等譲渡所得割交付金 21,346 21,346 0.1％
6 地 方 消 費 税 交 付 金 604,675 604,675 4.0％
7 ゴルフ場利用税交付金 26,172 26,172 0.2％
8 自動車取得税交付金 36,586 36,586 0.2％
9 地 方 特 例 交 付 金 9,465 9,465 0.1％

10 地 方 交 付 金 3,625,394 3,625,394 24.3％
11 交通安全対策特別交付金 5,110 5,110 0.0％
12 分 担 金 及 び 負 担 金 208,351 0 208,351 1.4％
13 使 用 料 及 び 手 数 料 180,554 14,101 166,453 1.2％
14 国 庫 支 出 金 1,343,191 0 1,343,191 9.0％
15 県 支 出 金 1,261,472 311 1,261,161 8.5％
16 財 産 収 入 97,007 4,213 92,794 0.7％
17 寄 附 金 26,305 10,292 16,013 0.2％
18 繰 入 金 313,208 283,283 29,925 2.1％
19 繰 越 金 534,439 361,412 173,027 3.6％
20 諸 収 入 846,662 59,155 787,507 5.7％
21 市 債 1,302,700 601,200 701,500 8.7％

歳　入　合　計 14,917,104 10,137,182 4,779,922 100.0％

目的別歳出の内訳（一般会計） （単位：千円）

区　　　　分
平 成 27 年 度 決 算 額

総　　額 一般財源 特定財源 構成比
1 議 会 費 200,094 200,094 0 1.4％
2 総 務 費 1,838,652 1,529,810 308,842 12.7％
3 民 生 費 3,335,133 1,576,632 1,758,501 23.1％
4 衛 生 費 1,528,208 1,406,579 121,629 10.6％
5 労 働 費 22,181 581 21,600 0.2％
6 農 林 水 産 業 費 1,216,276 430,786 785,490 8.4％
7 商 工 費 1,075,828 251,188 824,640 7.5％
8 土 木 費 1,857,192 1,266,320 590,872 12.9％
9 消 防 費 605,249 503,516 101,733 4.2％

10 教 育 費 1,434,974 1,178,979 255,995 9.9％
11 災 害 復 旧 費 1,436 1,100 336 0.0％
12 公 債 費 1,315,676 1,305,392 10,284 9.1％
13 予 備 費 0 0 0 0.0％

歳　出 　合　計 14,430,899 9,650,977 4,779,922 100.0％

平成27年度 地方債現在高調書（各会計別） （単位：千円）

会 計 名
平成26年度

末現在高

平成27年度元利償還額 平成27年度

借入額

平成27年度

末現在高元金 利子 計

一 般 会 計 13,968,945 1,175,363 138,063 1,313,426 1,302,700 14,096,282

下水道事業
特 別 会 計 13,600,815 939,364 253,096 1,192,460 732,700 13,394,151

農業集落排水
事業特別会計 1,251,048 94,111 28,287 122,938 0 1,156,937

小　計 28,820,808 2,208,838 419,986 2,628,824 2,035,400 28,647,370

水 道 事 業
会 計 1,855,983 140,461 32,666 173,127 140,000 1,855,522

合　計 30,676,791 2,349,299 452,652 2,801,951 2,175,400 30,502,892

健全化判断比率

平成27年度決算 早期健全化基準 財 政 再 生 基 準

実 質 赤 字 比 率 ─
(注) 13.68％ 20％

連結実質赤字比率 ─
(注) 18.68％ 30％

実 質 公 債 費 比 率 14.3％ 25％ 35％

将 来 負 担 比 率 164.4％ 350％

平成27年度 小矢部市一般会計、特別会計、歳入歳出決算

まとめ（監査委員による審査意見）

　健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早期健全化基準及び経営健全化

基準を下回った。ただし、実質公債費比率は毎年減少してはいるが、今後の大型

事業の実施により上昇する可能性もあり、推移を見守っていかなければならな

い。

　将来負担比率は、東部産業団地の賃借人との賃貸借契約に基づき、平成27年

７月から30年間に亘って安定的な収入を見込めることとなり、前年度に比べ

35.5ポイント改善している。当面は東部産業団地整備に係る賃借料としての収

入分が控除されることとなるが、依然として高い比率で推移する見込みであり憂

慮している。中長期的な将来負担比率の逓減にしっかり取り組んでいただくこと

を強く要望するものである。

　今後とも、第６次市勢総合計画に基づくまちづくりを推進されるにあたり、新

小矢部市行財政改革大綱に基づく改革の着実な実行により、実質公債費比率の上

昇を極力抑え、市政の安定的な運営が継続されることを要望したい。

　また、財政健全化法の趣旨から、本市の算定結果を議会はもとより、市民に分

かりやすく充分に説明する工夫に尽力いただきたい。

議会内所属委員会
民生文教常任委員会　　　委員長

駅周辺整備特別委員会　副委員長

議会運営委員会　　　　　　委員

議会選出委員等
砺波地方衛生施設組合議会　議員

砺波地方介護保険組合議会　議員

公害対策審議会　　　　　　会長

都市計画審議会　　　　　　委員

議会内会派　　　誠　流

９月定例会において委員会
所属が変更になりました

富山BK

旧NTT

市役所

至金沢 至高岡

至砺波石動駅

R471

北陸BK
富山第一BK

GS

クスリのアオキ

事務所
庄甚ビル2Ｆ

小矢部市商工会

駅周辺整備特別委員会 視察　島根県江津市 H28.11月



〈ランキング順位〉　住みよさ：総合28位（54.87）
（安心58位　利便432位　快適561位　富裕464位　住居4位）

成　長　力：総合 148位（102.72）（消費261位　産業69位）
民　力　度：総合 254位（98.12）（消費292位　産業289位）
財政健全度：総合 542位（46.46）（脱借金体質725位　弾力性・自主性129位
　　　　　　　　　　　　　　　　　財政力421位　財政基盤567位）

おやべルネサンス総合戦略　　おやべルネサンス総合戦略　　おやべルネサンス総合戦略　　～「再生」から「創生」へ～　　～「再生」から「創生」へ～　　～「再生」から「創生」へ～　　
総合戦略の目標・基本的方向 3 『人口対策に取り組みましょう!!』

都市データパック
東洋経済新報社　　2016年版ヨリ抜粋　　全国813市区　　2016 : 7月発行

若者の出会いの場を創出し、安心して結婚・
出産・子育て・教育ができるまちの創造

●若者の出会い ・ 交流を推進するとともに、「結婚」、「妊娠」、「出産」、

「子育て」までの一貫した支援の強化、近居も含むおやべ型三世代同居

モデルの推進により、若者の結婚・出産・子育ての希望をかなえます。

●確かな学力と豊かな人間力を育む「日本一の教育環境」の整備を図り、

未来を拓く人づくりを推進します。

●ワーク・ライフ・バランスの推進等により、若者・女性の能力や感性

を最大限に活かした経済活動を促進します。

◆出生数　171人/年（Ｈ26）→220人/年（Ｈ31）

◆25〜29歳男性の未婚率　74.6％（Ｈ22）→引き下げる

◆30〜34歳男性の未婚率　49.8％（Ｈ22）→引き下げる

主な事業

●不妊治療費助成事業 ●不育症治療費助成事業

●妊産婦健康診査・交通費助成事業

●保育コンシェルジュ及び子育てコーディネーターの配置

●子育て情報発信事業 ●保育料第3子無料化事業

●学校図書館司書設置事業 ●スタディメイト派遣事業

●多人数学級支援講師配置事業

●男女共同参画推進事業 ●子ども読書活動推進事業

●ワーク・ライフ・バランスセミナーの開催

●孫とおでかけ支援事業 ●三世代同居推進助成事業

最新データ 順位 最新データ 順位
面積 134.07㎢ 448 平均寿命・男 80.2歳 163

可住地面積 74.97㎢ 406 平均寿命・女 87.3歳 53

人口（国勢調査） 30,416人 717 世帯数（住民基本台帳） 9,926世帯 778

　　同・増加率 ▲5.15％ 600 　　同・増加率 0.82％ 562

　　うち外国人 294人 548 1世帯当たり人員 3.12人 6

人口（住民基本台帳） 30,982人 715 高齢夫婦世帯数 979世帯 794

　　同・増加率 ▲2.74％ 587 高齢単身世帯数 643世帯 807

人口密度 231.08人/㎢ 547 昼夜間人口比率 94.78％ 503

自然増加率 ▲0.91％ 715 自市内従業割合 57.41％ 457

社会増加率 ▲0.21％ 380 納税者1人当たり所得 262.63万円 609

年少人口比率 11.44％ 704 持家世帯比率 88.34％ 17

生産年齢人口比率 59.19％ 577 1住宅当たり住宅延べ床面積 217.06㎡ 2

老年人口比率 29.29％ 175 住宅地地価 241百円 502

年少人口増減率 ▲9.72％ 534 1世帯当たり乗用車保有台数 2.05台 8

生産年齢人口増減率 ▲7.70％ 614 人口1万人当たり病院・一般診療所数 7.02所 555

老年人口増減率 5.53％ 594 人口1万人当たり医師数 18.19人 374

平均年齢 49.38歳 135 介護老人施設定員数 370人 587

合計特殊出生率 1.38 528 公共下水道普及率 59.50％ 476

若年層有配偶率・男 45.45％ 588 1万世帯当たり建物火災出火件数 9.15件 766

若年層有配偶率・女 61.19％ 214 人口1万人当たり交通事故発生件数 33.25件 303

老齢化指数 256.03 139


